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都市計画法第16条 

第２項 都市計画に定める地区計画等の案は、意見の提出方法その他の政令 

で定める事項について条例で定めるところにより、その案に係る区域内の 

土地の所有者その他政令で定める利害関係を有する者の意見を求めて作成す 

るものとする。 

第３項 市町村は、前項の条例において、住民又は利害関係人から地区計画 

等に関する都市計画の決定若しくは変更又は地区計画等の案の内容となるべ 

き事項を申し出る方法を定めることができる。 

藤沢市地区計画等の案の作成手続に関する条例 

地 区 計 画 に つ い て 

2 



位 置 関 係 

S=FREE 

N 

JR 藤沢駅 

位置：本町四丁目 

面積：約2.6ha 

県立藤沢高等学校跡地 
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小田急線 
藤沢本町駅 

市役所 

戸塚茅ヶ崎線 

藤沢町田線 



用途地域：第一種住居地域 

     一部 近隣商業地域 

容積率：200％ 

建蔽率：60％、80％(近商内) 

準防火地域 

3･4･2 藤沢町田線に接道 

3･4･2 藤沢町田線 

JR 藤沢駅 

S=FREE 

N 

都 市 計 画 の 状 況 
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藤沢都市計画地区計画の決定（藤沢市決定） 
都市計画 本町四丁目地区地区計画を次のように決定する。 

名  称 本町四丁目地区地区計画 

位  置 藤沢市本町三丁目及び本町四丁目地内 

面  積 約２．６ha 

地区計画
の 

目標 

 本地区は、小田急線藤沢本町駅南東約２００メー

トルに位置している。周辺より高台にある本地区に

おいて、低層住宅を基本とした住環境及び地域のま

ちづくりと暮らしに貢献する機能や空間を形成する

ことを目標とする。 

 

地区計画の目標 
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土
地
利
用
の
方
針 

 本地区を３つの地区に区分し、そ
れぞれの地区特性にふさわしい土地
利用を誘導する。 

 

１）低層住宅地区 

  良好な居住環境の確保を図るた  

 め、低層住宅の立地を図る。 

 

２）生活支援地区Ａ 

  居住者及び近隣居住者の地域交 

 流、生活サービスを提供する必要 

 最小限の商業、福祉等の施設の導  

 入を図る。 

 

３）生活支援地区Ｂ 

  居住者及び近隣居住者の生活サ 

 ービスを提供する必要最小限の商  

 業、福祉等の施設の導入を図る。 

区域の整備・開発及び保全の方針 
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低層住宅地区 
約2.0ha 

生活支援地区Ｂ 
約0.2ha 

生活支援地区Ａ 
約0.4ha 



建
築
物
等
の
整
備
の
方
針 

 市街地の良好な住環境を形成するため、建築物等の用途

の制限、建築物の建蔽率や容積率の最高限度、建築物の敷

地面積の最低限度、壁面の位置の制限、壁面後退区域にお

ける工作物の設置の制限及び建築物等の高さの最高限度等

を定める。 

緑
化
の
方
針 

 市街地の良好な住環境を形成するため、敷地内の緑化を

図る。 

区域の整備・開発及び保全の方針 

7 



地 区 整 備 計 画  
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低層住宅地区 
約2.0ha 

【建築物等に関する事項】 

低層住宅地区 

1. 一戸建ての住宅  

2. 住宅で事務所、店舗その他これらに類 

  する用途を兼ねるもののうち建築基準 

  法施行令第１３０条の３で定めるもの  

3. 診療所  

4. 巡査派出所、公衆電話所その他これら 

  に類する建築基準法施行令第１３０条 

  の４で定める公益上必要な建築物  

5. 前各号の建築物に附属するもの（建築 

  基準法施行令第１３０条の５で定めるも  

  のを除く。）  
6. 防災備蓄倉庫 

 

建築物等の用途の制限 
次の各号に掲げる建築物以外の建築物は 
建築してはならない。 



地 区 整 備 計 画  
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生活支援地区Ａ 
約0.4ha 

【建築物等に関する事項】 

生活支援地区Ａ 

1. 一戸建ての住宅 

2. 長屋、共同住宅、寄宿舎又は下宿  

3. 老人ホーム、保育所、福祉ホームその他こ
れらに類するもの  

4. 学校（大学、高等専門学校、専修学校及び
各種学校を除く。） 
5. 診療所  

6. 巡査派出所、公衆電話所その他これらに類

する建築基準法施行令第１３０条の４で定める
公益上必要な建築物  

7. 集会場 

8. 事務所又は店舗、飲食店その他これらに類

する用途に供するもののうち建築基準法施行令
第１３０条の５の３で定めるものでその用途に供
する部分の床面積の合計が１５０平方メートル
以内のもの  

9. 前各号の建築物に附属するもの（建築基準

法施行令第１３０条の５の５第１号から第３号ま
でに掲げるものを除く。）  
10. 防災備蓄倉庫 

建築物等の用途の制限 
次の各号に掲げる建築物以外の建築物は 
建築してはならない。 



地 区 整 備 計 画  
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生活支援地区Ｂ 
約0.2ha 

【建築物等に関する事項】 

生活支援地区Ｂ 

１ 共同住宅、寄宿舎又は下宿  

２ 老人ホーム、保育所、福祉ホームその他これら
に類するもの 

３ 学校（大学、高等専門学校、専修学校及び各種
学校を除く。） 
４ 診療所  

５ 巡査派出所、公衆電話所その他これらに類する
建築基準法施行令第１３０条の４で定める公益上必
要な建築物   

６ 事務所又は店舗、飲食店その他これらに類する
用途に供するもののうち建築基準法施行令第１３０
条の５の３で定めるものでその用途に供する部分の
床面積の合計が５００平方メートル以内のもの（３階
以上の部分をその用途に供するものを除く。）   

７ 前各号の建築物に附属するもの（建築基準法施
行令第１３０条の５の５第１号から第３号までに掲げ
るものを除く。）  
８ 防災備蓄倉庫  

９ 自動車車庫で床面積の合計が３００平方メートル
以内のもの（１階以下をその用途に供するものに限
る。） 

建築物等の用途の制限 
次の各号に掲げる建築物以外の建築物は建築してはならない。 



地 区 整 備 計 画  
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低層住宅地区 

生活支援地区Ｂ  

生活支援地区Ａ 

【建築物等に関する事項】 

建築物等の容積率の最高限度 
建築物等の建蔽率の最高限度 

 現行 
 ２００％ → １００％     
  ６０％ →  ５０％ 

 現行（近隣商業地域部分） 
  ２００％ 

８０％ → ６０％ 



地 区 整 備 計 画  
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【建築物等に関する事項】 

建築物の敷地面積の最低限度 

低層住宅地区 

生活支援地区Ｂ  

生活支援地区Ａ 

 １２０㎡ 
（旗竿敷地は１３０㎡） 

５００㎡ 

１５０㎡ 
ただし、次の各号に掲げる建 
築物の敷地については、この 
限りでない。 
1. 巡査派出所、公衆電話所 
  その他これらに類する建 
  築基準法施行令第１３０ 
  条の４で定める公益上必 
  要な建築物 
２ 防災備蓄倉庫 



地 区 整 備 計 画  

13 

【建築物等に関する事項】 
壁面の位置の制限 

低層住宅地区 

生活支援地区Ｂ  

生活支援地区Ａ 

低層住宅地区 ・ 生活支援地区Ａ 

建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から建築基準法第
４２条第１項に定める道路の境界線までの距離は、１メート
ル以上としなければならない。  

ただし、次の各号に掲げる建築物の部分については、この
限りでない。  

１ 外壁又はこれに代わる柱の中心線の長さの合計が３メ
ートル以下であるもの  

２ 物置その他これに類する用途に供し、軒の高さが２．３メ
ートル以下で、かつ、床面積の合計が５平方メートル以内で
あるもの  

３ 自動車又は自転車車庫の用途に供し、軒の高さが３メー
トル以下であるもの 

４ 巡査派出所、公衆電話所その他これらに類する建築基
準法施行令第１３０条の４で定める公益上必要な建築物  

５ 防災備蓄倉庫 

生活支援地区Ｂ 

建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から敷地境界線ま
での距離は、１メートル以上としなければならない。  

ただし、次の各号に掲げる建築物の部分については、この
限りでない。  

１ 巡査派出所、公衆電話所その他これらに類する建築基
準法施行令第１３０条の４で定める公益上必要な建築物  

２ 防災備蓄倉庫 

全ての地区 

壁面の位置の制限として定められた限度の線と建築
基準法第４２条第１項に定める道路の境界線との間
の土地の区域については、次の各号に掲げる工作
物を設置してはならない。  

１ 自動販売機  

２ 機械式駐車場 

３ 前各号に掲げる工作物に類するもの 

壁面後退区域における工作物の設置の制限 



地 区 整 備 計 画  
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低層住宅地区 

生活支援地区Ｂ  

生活支援地区Ａ 

【建築物等に関する事項】 

建築物等の高さの最高限度 

1. 建築物の高さは、１０
メートルかつ階数は２を超
えてはならない。 
2. 建築物の軒の高さは、
７メートルを超えてはなら
ない。 

建築物の高さは、１０メー
トルを超えてはならない。 

建築物の高さは、生活支援
地区Ｂ内の最も高い地盤面
から１９メートルを超えて
はならない。 



▽FH=37.92 

生活支援地区Ｂ内の 
最も高い地盤面 
▽FH=20.00 

(旧)校舎の地盤高さ 
▽FH=23.20 

▽FH=11.70 

(旧)校舎の高さ 
▽FH=38.20 

2
6

.2
2

0
 

1
5

.0
0

0
 

(旧)藤沢高校 

※(旧)藤沢高校の外観はイメージです。 
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地 区 整 備 計 画  

【建築物等に関する事項】 
生活支援地区Ｂ 

19ｍ 

生活支援地区Ｂ内の 
最も高い地盤面 

FH=20.00 

旧藤沢高等学校 

15ｍ 

旧校舎の 
高さ 

FH=23.20 

18.2ｍ 

3.2ｍ 



都市計画道路、藤沢町田線 
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S=FREE 

N 

19ｍ 

生活支援地区Ｂ内の 
最も高い地盤面から 



地 区 整 備 計 画  
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【建築物等に関する事項】 

全ての地区 

1. 垣又はさくで、道路境界線に面して設けるものの構造は、
生け垣又は透視可能なフェンス等と植栽を組み合わせ
たものとしなければならない。 ただし、次の各号に揚げ
るものについてはこの限りではない。 

 １）地面と接する位置の高さが０．６メートル以下のフェンス  

   等の基礎 

 ２）門柱その他これらに類するもので見附け幅の合計が、 

  １．０メートル以下かつ地面と接する位置の高さが１．８ 

  メートル以下のもの 

 ３）地区の名称等を表示するもの又は、地区の案内図等で  

  景観に調和したもので、必要最低限の規模のもの 

2. 垣又はさくで、隣地境界線に面して設けるものの構造は、 

  生け垣又は透視可能なフェンス等と植栽を組み合わせた  
  もの若しくは透視可能なフェンスとしなければならない。た 

  だし、次の各号に揚げるものについてはこの限りではな 

  い。 

 １）地面と接する位置の高さが０．６メートル以下のフェンス 

  等の基礎 

 ２）建築物の玄関等を目隠しするために設ける必要最低限 

  のフェンス等で、見附け幅の合計が１．８メートル以下か 

  つ地面と接する位置の高さが２．５メートル以下のもの 

垣又はさくの構造の制限 

低層住宅地区 

生活支援地区Ｂ  

生活支援地区Ａ 



地 区 整 備 計 画  
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【建築物等に関する事項】 

全ての地区 

１０分の１ 

1. 緑化率の算定は、藤沢市緑の保全及び緑 

  化の推進に関する条例施行規則(平成２１ 

  年６月３０日規則第２４号)に定める緑地面  

  積の算定方法及び植栽基準によるものとす 

  る。  

2. 区域図に掲げる緑地１号は、各敷地の緑地 

  １号の長さの１０分の８以上、かつ、幅０．５ 

  メートルの範囲を緑化するとともに、各敷地 

  の緑地１号の長さの８ｍあたりに１本以上の 

  高木（樹高２．５ｍ以上）を植栽する。 

3. 区域図に掲げる緑地２号は、各敷地の緑地 

  ２号の長さの１０分の５以上、かつ、幅０．５ 

  メートルの範囲を緑化する。 

4. 前各号の緑地は、人又は車両等の出入り 

  口を確保することにより、又は高低差による 

  土留め等の構造物があることにより、所定 

  の緑化をすることが困難な場合等やむを得 

  ない理由があるときは、敷地内に同等の緑 

  化を行う。 

建築物の緑化率の最低限度 

低層住宅地区 

生活支援地区Ｂ  

生活支援地区Ａ 



理 由 書 

 本地区は、小田急線藤沢本町駅南東約２００メートルに位置する県立藤沢高
等学校跡地であり、民間事業者の開発事業により市街地環境の整備がなされる
地区です。 

 開発事業後においても低層住宅を基本とした住環境及び地域のまちづくりと暮
らしに貢献する機能や空間を形成することを目的とし、民間事業者より、都市計
画法第１６条第３項に基づく「藤沢市地区計画等の案の作成手続に関する条例」
第５条の規定による地区計画の原案について申し出がなされました。 

 当該申し出が藤沢市都市マスタープランの趣旨に沿うものであることから、良
好な居住環境の維持を目的に、本案のとおり地区計画を都市計画決定するもの
です。 

理由書 及び 都市計画を定める土地の区域 
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都市計画を定める土地の区域 

追加する部分   藤沢市本町三丁目及び本町四丁目地内 

削除する部分   な し 

変更する部分   な し 



平成29年 8月31日 藤沢市都市計画審議会に報告 

これまでの経緯及び今後の予定 
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平成30年 2月 7日（本日） 藤沢市都市計画審議会に付議 

平成30年3月中 都市計画決定予定 

地区計画の案の確定 

平成29年 7月26日 「藤沢市地区計画等の案の作成手続に関する
条例」に基づく案の申出 

平成29年12月14日～28日 法定縦覧期間 意見書の受付  

 

 

 

 

 

 

 

 

平成29年 9月11日～25日 

平成29年 9月11日～10月2日 

平成29年 9月21日 

 条例に基づく縦覧 

 条例に基づく意見書の受付 

 都市計画説明会の開催 

 

 

 

 



第164回 藤沢市都市計画審議会 
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 議第４号 
 藤沢都市計画地区計画の決定について 
   （本町四丁目地区地区計画） 
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開 発 概 要 
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開発事業者 

・大和ハウス工業（株） 
 

戸建て住宅 
（１１４区画） 

共同住宅（賃貸４４戸） 
店舗・子育て施設 

子育て施設 

集会所（自治会館） 

交流センター 

公園 


